
帳票レイアウトに対する調査

必要に応じて行を追加してください。
ご意見の内容・理由については、具体的に記載してください。具体性のない記載の場合、検討対象外となりますので、ご留意ください。
【NG例】
✓理由として「課税業務に必要であるため。」→どのような理由（法令上、システム仕様上、団体独自の業務運営上等）から課税業務に必要とされているのかを詳細にご記載ください。
✓内容として「○○の場合にも対応できるようにしてほしい」→対応できるようにするため、具体的にどのように修正すればいいか詳細をご記載ください。

# 回答市 税目 帳票No. 帳票名称 該当か所（印字項目No.等） 意見の分類 意見内容 ご意見の理由 対応方針 構成員コメント 対応方針 構成員コメント

17 H市 140 交付要求解除通知書（財団債権）
※滞納者用

差押解除日 市民向けの観点 項目を追加してほしい。
交付要求の解除は執行機関にするもので、滞納者には結果を通
知するものであるため。

【事務局】
過去のWTにて、差押解除日については、印字しない項目となったため、本意見には対応不要とする。
（過去WT経緯）
昨年度WTでは、必須／不要が均衡し、オプションとしました。
当時の想定では、交付要求解除は、①裁判所に交付要求解除通知を送付し、②（返送用通知などで）解除日
が確定したのち、③滞納者等に交付要求解除通知を送付する　、という流れでした。そのため、時系列的
に、交付要求解除日は記載されても良いとの認識でした。
しかし、その後の議論で、解除通知の返送用帳票は不要との意見が多数を占め、一律削除となり、②の流れ
を踏まないこととなりました。
そのため、交付要求解除日は印字項目から削除しております。

（H市）
まず差押解除日ではなく、交付要求解除日でした。申し訳ありません。
過去の経緯のとおり交付要求の返送自体は不要ですが、交付要求解除の通知が到達して解除が確定する訳でなく自治体
が解除の通知を出した時点で確定される（現実の扱いでなく法的な意味で）という認識です。従って、自治体が解除通
知を出した日付を解除日として記載する必要があるのではないかと認識しています。今更で申し訳ありませんが再度提
起させてください。なお、本文記載例で「交付要求を解除します。」となっていますが滞徴法第８４条が準用する第８
２条は「交付要求をしたときは、その旨を滞納者に通知しなければならない。」とされており、あくまで解除された結
果を通知するものとの認識であり、交付要求通知書の交付要求日を交付解除日に代えた帳票になるものと考えていま
す。

【確認】
交付要求解除が成り立つ日付がいつかによって、対応が変わると考えておりま
す。以下、どちらになりますでしょうか。
1.交付要求解除が執行機関の了承を持って、成り立つ場合
J列対応方針の通り。
2.交付要求解除が自治体から執行機関に交付要求解除通知を出すことで成り立つ
場合
K列H市コメントの通り。

19 H市 147 債権現在額申立書 差押日 市民向けの観点 項目を追加してほしい。 交付要求の対象となった差押を特定する必要があるため。
【確認】
交付要求の対象となった差押を特定する必要があるため、「差押日」を追加してほしいという意見がありま
したので、「差押日」という項目を追加してよろしいでしょうか。

（C市）
良いです。
（E市）
参加差押機関が不動産公売を行った場合に差押機関が債権現在額を提出する場合に差押年月日という項目が必要になる
のかもしれません。
（F市）
交付要求を行った時点で、すでに対象の差押は特定されているため、差押日は必要ない。
（K市）
「差押日」の追加自体は問題ないと考えます。通常の参加差押分や交付要求分の「崔家現在額申立書」は用意されるの
でしょうか。用意がなければ本様式を利用することになると思いますが、本文等の修正機能はあるのでしょうか？

（K市回答）
本文の編集機能はあります。

20 F市 滞納管理 256 猶予における納付計画書 その他
レイアウトには公印がある。印字項目・諸元表には無い
ので削除してください。

レイアウトと諸元表の相違。
【提案】
過去WTにおいて公印不要との結論となったため、レイアウト上から削除する。

（H市）
今回の件ではなく前回気が付かずに申し訳ありませんが、猶予する者は滞納者とは限りませんので滞納者という文言は
不適切で納税（納付）義務者に変更すべきと考えます。また、誓約者は納税（納付）義務者に決まっていますので不要
と考えます。

【確認】
下記方針でよろしいでしょうか。
・「No256_猶予における納付計画書」「No257_猶予における納付計画書明細」
「No436_納付誓約書」「No437_納付計画書」「No438_納付計画書明細」について
は、滞納者以外が該当する場合も考えられるため、「納税義務者・特別徴収義務
者」と記載する。
・誓約者は必ず納税義務者又は納付義務者であるので、誓約者の行を削除する。

21 F市 滞納管理 257 猶予における納付計画明細書 職員向けの観点 誓約者ではなく納税義務者を記載すべき
誓約者は複数人の誓約者に成り得るため、納税義務者を記載し
同定をし易くすべき

【提案】
F市提案のとおり、納税義務者に修正する。

（H市）
＃7での確認事項にあったが、特別徴収は納付義務者であるので修正するのであれば納税（納付）義務者とした方がよい
と考えます。（他の帳票も全て同じ）

#20と同様。

32 F市 滞納管理 437 納付計画書 その他 レイアウトには公印がある。印字項目・諸元表には無い
ので削除してください。

レイアウトと諸元表の相違。 【提案】
過去WTにおいて公印不要との結論となったため、レイアウト上から削除する。

（H市）
前回気が付かずに申し訳ありませんが、＃20と同様です。

#20と同様。

34 F市 滞納管理 438 納付計画明細書 職員向けの観点 誓約者ではなく納税義務者を記載すべき 誓約者は複数人の誓約者に成り得るため、納税義務者を記載し
同定をし易くすべき

【提案】
F市提案のとおり、納税義務者に修正する。

（H市）
＃21に同じです。

#20と同様。

37 E市 滞納管理 519 充当納付書 職員向けの観点 複数年度、複数税目を1枚で印字できるようにレイアウ
ト変更をしてほしい。

現在当市で使用しているまとめ納付書（再発行、分割納付、充
当用）は複数税目、複数課税年度のものを一枚に印字してい
る。納付書用紙の節約、手数料、郵送料の削減。収納時読み取
り作業の時間削減のため。通知書番号ではなく納付書番号（明
細情報を束ねる番号）
※サンプル別紙

【事務局】
まとめ納付書はベンダ対応が困難であるため、対応不可。

（E市）
当市のシステムで税目を超えたまとめ納付書は実現出来ている。ベンダ対応が困難という回答では納得しかねます。
現状の仕様では分割納付の際の納付書が複数になり市民へも影響が出る。再度検討をお願いいたします。
（K市）
本市も、現行、複数税目・複数課税年度のまとめ納付書の発行が可能で、Ｅ市の納付書番号に類似の番号を設定して、
導入できております。郵送代等の経費節減、事務手数の削減効果が大きいので、再度の検討を要望します。

【確認】
まとめ納付書については、共通納税によって代替できると考えておりますが、共
通納税での運用開始以降もまとめ納付書を使用されますでしょうか。


